
平成 23 年度第 3 次補正予算及び復興財源の基本的方針 
 

平成 23 年 10 月 7 日 
閣 議 決 定 

 
Ⅰ．平成 23 年度第 3 次補正予算について 

１．平成 23 年度第 3 次補正予算については、総額概ね 12 兆円程度

の歳出の追加を行う。このうち、東日本大震災関係経費（年金臨

時財源の補てんのための経費を除く）は、概ね 9 兆円程度となる。 
 
（１）具体的には、東日本大震災からの本格的な復興に資するため、

復興対策等事業費、災害関連融資関係経費、全国防災対策費、除

染等経費、地方交付税の加算、年金臨時財源の補てんのための経

費について、東日本大震災関係経費として概ね 11 兆円台半ばの

金額を計上する。 
これらの歳出を賄うため、復興財源となる歳出削減等を図るほ

か、復興債を発行する。 
 
（２）その他の経費として、台風第 12 号等に係る災害復旧等事業費

等について 0.3 兆円程度の金額を計上し、これらの歳出を賄うた

め、税外収入の確保及び東日本大震災復旧・復興予備費の減額を

行う。 
 
（３）更に、Ｂ型肝炎関係経費として、特定Ｂ型肝炎ウイルス感染

者給付金等支給基金（仮称）の造成のための経費について 0.05
兆円程度の金額を計上し、これを賄うため、税外収入の確保等を

行う。 
 
２．一般会計のほか、交付税及び譲与税配付金特別会計、エネルギ

ー対策特別会計、社会資本整備事業特別会計などの特別会計予算

について所要の補正を行うとともに、政府関係機関予算について

所要の補正を行う。 
 
３．財政投融資計画については、株式会社日本政策金融公庫等に対

し、1.3 兆円程度を追加する。 

【資料６】



Ⅱ．平成 23 年度第 3 次補正予算の財源を含む今後の復興財源について 

１．政府は、日本郵政株式の売却をはじめとする税外収入等による

財源確保に努め、財源確保額が確定した場合には、それ以降の時

点における復興の財源フレームの見直しの際に、その財源確保額

を織り込むこととする。 
  仮に、財源確保額が、復興の財源フレームに見直しによる事業

規模の増加額よりも多い場合には、時限的な税制措置を減額する。 
 
２．集中復興期間中の復旧・復興対策の事業規模とその財源（復興

の財源フレーム）については、「復興の基本方針」に沿って、一定

期間経過後、事業の進捗等を踏まえて見直しを行う。 
 
３．5 年間の集中復興期間における残り 13 兆円程度財源確保につい

ては、歳出削減及び税外収入による財源確保額が 5 兆円程度であ

ることを前提に時限的な税制措置を講じる。 
 
４．なお、10 年間トータルの税外収入等は段階を経て 7 兆円になり、

結果として、増税額は 9.2 兆円になる。そのため、 
（１）JT 株式についてはたばこ関連産業への政府の関与のあり方を

勘案の上政府保有義務の見直しを検討、 
（２）エネルギー対策特別会計の保有株式についてはエネルギー政

策の観点を踏まえつつ保有のあり方を検討 
 することにより、売却可能となった政府保有株式をできる限り速

やかに売却することとする。 
 
５．また、 
（１）日本郵政株式について、郵政改革関連法案の早期成立を図り、

成立後の日本郵政株式会社の経営状況等を勘案しつつ、できる限

り速やかに売却する 
（２）上記の結果得られる日本郵政株式の売却収入金については、

今後10年間を基本として、復興債の償還財源に充てることにより、

さらに時限的な税制措置の減額に努めることとする。 
 
６．上記１．、２．、４．、及び５．については、与野党協議を前提に、

復興財源の確保に関する法律（仮称）に規定する。 



 
７．上記１．及び４．については、今後 10 年間を基本としつつ、財

源確保額については、2 兆円程度を想定し、時限的な税制措置を講

じる。 
 



（参考１）平成 23 年度一般会計補正予算（第３号）等の骨格について 

 

 

第一 一般会計予算の補正 

１．東日本大震災関係経費 
11.6 兆円程度 

（9.1 兆円程度）

〔歳出の追加〕  

(1)復興対策等事業費 6.1 兆円程度 

(2)災害関連融資関係経費 0.6 兆円程度 

(3)全国防災対策費 0.5 兆円程度 

(4)除染等経費 0.2 兆円程度 

(5)地方交付税の加算 1.6 兆円程度 

(6)年金臨時財源の補てん 2.5 兆円程度 

〔財源〕 

(1)復興債 11.4 兆円程度 

（8.9 兆円程度）

(2)税外収入 0.02 兆円程度 

(3)復興財源となる歳出削減 0.2 兆円程度 

 

２．その他の経費 0.3 兆円程度 

〔歳出の追加〕 

・台風 12 号等に係る災害復旧等事業費等 0.3 兆円程度 

〔財源〕 

(1)税外収入 0.1 兆円程度 

(2)東日本大震災復旧・復興予備費の減 0.2 兆円程度 



 

３．Ｂ型肝炎関係経費 0.05 兆円程度 

〔歳出の追加〕  

・特定Ｂ型肝炎ウイルス感染者給付金等支給基

金(仮称）の造成 
0.05 兆円程度 

〔財源〕 

・税外収入等 0.05 兆円程度 

 

合     計 12.0 兆円程度 

（9.5 兆円程度）

 

（注）（ ）内の計数は、年金臨時財源の補てんを除いた計数である。 

（備考）計数については、それぞれ精査中であり、今後異同があり得る。

また、それぞれ四捨五入によっているので、端数において一致し

ないものがある。 

 

第二 特別会計予算の補正 

交付税及び譲与税配付金特別会計、エネルギー対策特別会計、

社会資本整備事業特別会計などの特別会計について、所要の補正

を行う。 

 

第三 政府関係機関予算の補正 

株式会社日本政策金融公庫について、所要の補正を行う。 

 

 

（参考）財政投融資計画については、株式会社日本政策金融公庫等に対

し、1.3 兆円程度を追加する。 



 

 

（参考２）復興財源確保法案（仮称）の骨子（イメージ） 

 

１．趣旨 

 東日本大震災からの復興を図るために集中復興期間（平成 23年度から平成

27年度までの期間）において実施する施策に必要な財源を確保するため、税

外収入に係る措置及び復興特別税の創設のほか、公債の発行に関する措置等

を定める。 

 

２．税外収入に係る措置 

（１）財政投融資特別会計財政融資資金勘定から、予算で定めるところにより、

国債整理基金特別会計に繰り入れることができる。 

（２）日本たばこ産業株式会社の株式の所要数を国債整理基金特別会計に所属

替をする。 

（３）東京地下鉄株式会社の株式の所要数を国債整理基金特別会計に所属替を

する。 

 

３．復興特別所得税 

（１）所得税額に対して４％の時限的な付加税を創設する。 

（２）付加税は、平成 25年１月から平成 34年 12月までの措置とする。 

（３）納税義務者・源泉徴収義務者は所得税の納税義務者・源泉徴収義務者と

同じとする。 

 

４．復興特別法人税 

（１）法人税額に対して 10％の時限的な付加税を創設する。 

（２）付加税は、平成 24年度から平成 26年度までの措置とする。 

（３）課税標準は法人税額とし、納税義務者は法人税の納税義務者と同じとす

る。 

 



 

５．復興特別たばこ税 

（１）たばこ１本に対し１円の臨時特別税を創設する。 

（２）平成 24年 10 月から平成 34年９月までの措置とする。 

（３）課税標準や課税対象、納税義務者などは、現行のたばこ税と同じとする。 

 

６．復興債の発行等 

（１）東日本大震災からの復興に要する費用の財源については、予算をもって

国会の議決を経た金額の範囲内で、公債（復興債）を発行することができ

る。 

（２）平成 23 年度１次補正予算において減額された基礎年金の国庫負担の追

加に要する費用の財源として、復興債を発行することができる。 

（３）発行期間は、集中復興期間の５年間とする。 

（４）復興債は、平成 34年度までの間に償還する。 

 

７．更なる税外収入の確保 

日本郵政株式の売却をはじめとする税外収入等による財源確保に努めるこ

となど平成 23年 9月 28日政府・与党合意（１，２，４及び５）の条文化 

 

８．その他 

（１）日本たばこ産業株式会社法の株式の保有義務割合の変更（１／２以上⇒

１／３超） 

（２）財政投融資特別会計財政融資資金勘定の健全な運営を確保するために必

要な措置の創設 

 

 

上記は、現時点における法案の骨子のイメージであり、今後、法制局審査の過程で、

構成、用語等の変更がありうる。また、地方税に関する税制措置についても、別途、

法案を準備している。 



（参考３）復興財源（B型肝炎対策財源を含む）としての税制措置概要 
 
１．所得税 

・ 現行の所得税額に対して 4.0％の時限的な付加税を創設する。 
・ 平成 25 年 1 月から平成 34 年 12 月までの措置とする。 
・ 納税義務者・源泉徴収義務者は所得税の納税義務者・源泉徴収義務者と同じと

する。 
・ 平成 23 年度税制改正(給与所得控除等の見直し)による増収分を財源措置とし

て活用する。これらの施行時期は平成 24 年分からとする。 
 
２．法人税 

・ 平成 23 年度税制改正（法人実効税率の引下げ＋課税ベース拡大）の実施とセ
ットで、法人税額に対して 10％の時限的な付加税を創設する。 

・ 付加税は、平成 24 年度から平成 26 年度までの措置とする。 
・ 課税標準は法人税額とし、納税義務者は法人税の納税義務者と同じとする。 
・ 平成 23 年度税制改正の施行時期は平成 24 年度からとする。 

 
３．たばこ税 

・ たばこ税やたばこ特別税と別途に、たばこ 1本に対し 1 円のたばこ臨時特別税
を創設する。 

・ 課税標準や課税対象、納税義務者などは、現行のたばこ税と同じとする。 
・ 平成 24 年 10 月から平成 34 年 9 月までの措置とする。 

 
４．相続税 

・ 平成 23 年度税制改正（相続税増税＋贈与税減税）を確実に実施し、その施行
時期は平成 24 年からとする。 

 
５．個人住民税 

・ 現行の個人住民税の均等割の標準税率を時限的に１年につき 500 円引き上げる。 
・ 平成 26 年度分から平成 30 年度分までの措置（特別徴収については、平成 26

年 6 月から平成 31 年 5 月まで）とする。 
・ 平成 23 年度税制改正（給与所得控除等の見直し）による増収分を財源措置と

して活用する。これらの施行時期は平成 25 年度分（平成 24 年分所得）からと
する。 

 
６．地方たばこ税 

・ 現行の地方たばこ税の税率を、時限的にたばこ１本に対し１円引き上げ、純増
分を財源措置として活用する。 

・ 平成 24 年 10 月から平成 29 年 9 月までの措置とする。 
 
７．その他 

・ 臨時的な税制措置の趣旨を明確にする観点から、所得税付加税、法人税付加税、
たばこ臨時特別税の名称をそれぞれ、「復興特別所得税」（仮称）、「復興特別法
人税」（仮称）、「復興特別たばこ税」（仮称）とする。 

・ 三党合意等を踏まえ、地球温暖化対策のための税の導入など、上記以外の平成
23 年度税制改正事項についても与野党協議を行い、その実現を目指す。 




